様式第１号

　　年　　月　　日

公益社団法人香川県観光協会会長　様


住　　所
申請者　　名　　称
代表者名
宿泊施設　住　　所
名　　称


宿泊施設ＤＸ推進事業補助金予備申請書

宿泊施設ＤＸ推進事業補助金交付要綱に第５条第１項の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１　国補助金採択年月日　　　　　年　　月　　日

２　国補助金の採択状況（計画申請の内容）
	①補助対象経費
	円
	②採択通知額
	円



３　事業完了予定年月日　　　　　年　　月　　日

４　添付書類
（１）国補助金に係る書類（計画申請書類、計画採択通知、その他国補助金の申請にあたり国へ提出した書類一式）の写し
（２）旅館業法における営業許可書（補助事業申請者に対する許可に限る）の写し
（３）補助対象事業に係る見積書
（４）県税に未納がない旨の証明書（申請日１ヶ月以内の日付のもの）
（５）その他会長が必要と認める書類

様式第２号

香観協第　　　号
　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　様


公益社団法人香川県観光協会
会　長　　　　　　　　　　


宿泊施設ＤＸ推進事業補助金予備申請確認書

令和　年　月　日付けで予備申請のあった宿泊施設ＤＸ推進事業補助金について、下記のとおり確認しました。

記

１　国補助金採択年月日　　　　　年　　月　　日

２　国補助金の採択状況（計画申請の内容）
	①補助対象経費
	円
	②採択通知額
	円



３　事業完了予定年月日　　　　　年　　月　　日


※　当確認書は、補助額を確定するものではありません。
なお、国補助金において認められた経費の４分の１（最大250万円）が、本補助金の補
助金額となります。









様式第３号

　　年　　月　　日

公益社団法人香川県観光協会会長　様


住　　所
申請者　　名　　称
代表者名
宿泊施設　住　　所
名　　称


宿泊施設ＤＸ推進事業補助金交付申請書兼実績報告書

令和　年　月　日付け　香観協第　号をもって確認通知があった上記の補助事業について、宿泊施設ＤＸ推進事業補助金交付要綱第６条の規定により、その実績を関係書類を添えて報告します。

記

１　補助事業の確定日
国補助金の額の確定日：令和　　年　　月　　日

２　補助対象経費及び交付申請額
補助対象経費　　　　　金額　　　　　　　円
交付申請額　　　　　　金額　　　　　　　円
※協会への交付申請額を記載すること

３　関係書類
（１）実績書（様式第４号）
（２）	国補助金に係る書類（実績報告書類、額の確定通知、その他国補助金の申請にあた
り国へ提出した書類一式）の写し
（３）国補助金の交付決定を受けた後、事業の経費の配分若しくは内容を変更した場合は、当該変更に係る国の承認を受けたことを証する書類
（４）支出証拠書類の写し
（５）その他会長が必要と認める書類

様式第４号

宿泊施設ＤＸ推進事業実績書

	事業者名
	

	施設名
	

	実施期間
	令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日まで

	（事業概要）

	（具体的な事業内容）

	（事業効果）



様式第５号

香観協第　　　号
　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　様

公益社団法人香川県観光協会
会　長　　　　　　　　　　


宿泊施設ＤＸ推進事業補助金交付決定通知書兼確定通知書

令和　年　月　日付けで交付申請兼実績報告のあった宿泊施設ＤＸ推進事業補助金について、下記のとおり交付を確定します。

記
[bookmark: _GoBack]
１ 交付確定額　　　　　　　　　　　　　　円


２ その他

様式第６号

　　年　　月　　日


公益社団法人香川県観光協会会長　様


住　　所
申請者　　名　　称
代表者名
宿泊施設　住　　所
名　　称

宿泊施設ＤＸ推進事業補助金交付請求書

令和　年　月　日付け　香観協第　号をもって補助金の交付確定のあった上記補助金について、当該事業補助金交付要綱第８条の規定により、下記のとおり補助金の支払いを請求します。

記

１　補　助　金　額　　　　　　金　　　　　　　　　円也


２　受取人　　　　　　住所　

　（口座名義）　　　　　　　氏名　


３　振込先金融機関　　　　　　
　　及び支店名　　　　　　


４　預　金　種　別　　　　　　


５　口　座　番　号　　　　　　


※金融機関名及び口座名義にふりがなを入れること。


様式第７号

　　年　　月　　日

公益社団法人香川県観光協会会長　様


住　　所
申請者　　名　　称
代表者名
宿泊施設　住　　所
名　　称


財産処分承認申請書

宿泊施設ＤＸ推進事業に係る補助対象事業により取得した財産を下記のとおり処分したいので、当該事業補助金交付要綱第11条第２項の規定により、申請します。

記

１　処分しようとする財産の明細


２　処分の内容


３　処分しようとする理由


４　その他必要な事項
